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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
正極板の正極リード位置が対向する負極の負極活物質層領域内に配設されるようにセパレ
ータを介して絶縁した極板群と電解液を上部が開口している有底の電池ケースに収納し、
開口部を密閉する非水電解液二次電池の製造方法において、前記正極リードを間欠塗着に
より塗着した正極活物質層終端部の正極活物質のリッチな部分を除去した無地部に溶接し
、絶縁テープで前記リードを被覆することを特徴とする非水電解液二次電池の製造方法。
【請求項２】
前記正極活物質がリチウム含有コバルト酸化物であることを特徴とする請求項１に記載の
非水電解液二次電池の製造方法。
【請求項３】
前記塗着終端部を回転する軸付き円筒形ブラシにて除去することを特徴とする請求項１に
記載の非水電解液二次電池の製造方法。

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は充放電サイクルや高温保存特性に優れた非水電解液二次電池の製造方法に関する
ものである。
【０００２】
【従来の技術】
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近年、携帯電話、携帯情報端末等の携帯電子機器の性能は、搭載される半導体素子、電子
回路だけでなく、充放電可能な二次電池の性能に大きく依存しており、搭載される二次電
池の容量アップと共に、軽量・コンパクト化をも同時に実現することが望まれている。こ
れらの要望に答える二次電池として、ニッケルカドミウム蓄電池の約２倍のエネルギー密
度を有する、ニッケル水素蓄電池が開発され、次いで、これを上回るリチウム二次電池が
開発され、主流になっている。
【０００３】
このリチウム二次電池は、活物質（正極活物質または負極活物質）、導電剤、結着剤（バ
インダー）等を分散媒に混練分散したペースト状合剤を、集電体の片面もしくは両面に塗
着、乾燥し、圧延して所定の厚みにしたものを、所定の形状に切断することにより作製さ
れた正極板と負極板とをセパレータを介して渦巻状に巻回や積層した極板群を円筒形、角
形や扁平形の電池ケースに収納し、非水電解液を注液した後、かしめ封口やレ－ザ－封口
することによって構成されている。
【０００４】
また、リチウム二次電池の正極板は、図６（ａ）、（ｂ）に示すように正極板１１の正極
活物質無地部３１に正極リード１２の一端側が接続され、他端側が正極端子に接続されて
おり、正極リード１２には正極絶縁テープ３２が貼着されている。
【０００５】
このとき集電体の片面に間欠塗着、乾燥した後、その裏面にも間欠塗着、乾燥した後、圧
延した場合、前記片面の塗着終端部３５ａには厚みが薄いダレ部が生じ、始端部３５ｂに
は厚みが厚い突起部が生じ、その裏面の塗着終端部３５ｃには厚みが薄いダレ部、始端部
３５ｄには厚みが厚い突起部が生じるが、３５ｄはこの突起部を除去した場合を示す。
【０００６】
従って、この始端部の突起部を除去することがあっても、終端部のダレ部を除去していな
かった。
【０００７】
負極板は、図４（ａ）、（ｂ）に示すように負極板１３の負極活物質無地部４１に負極リ
ード１４の一端側が接続され、他端側が負極端子に接続されており、負極リード１４には
負極絶縁テープ４２が貼着されている。正極板の場合と同様に、塗着終端部４５ａには厚
みが薄いダレ部が生じ、始端部４５ｂには厚みが厚い突起部が生じ、その裏面の塗着終端
部４５ｃには厚みが薄いダレ部、始端部４５ｄには厚みが厚い突起部が生じるが、４５ｄ
はこの突起部を除去した場合を示す。
【０００８】
従って、この始端部の突起部を除去することがあっても、終端部のダレ部を除去していな
かった。
【０００９】
これらのリード端子に貼着される絶縁テープは、そのまま電池ケース内に収納されるため
、非水電解液に溶出しない基材および粘着剤を用いる必要があり、基材にポリイミドまた
はポリオレフィンを主体とし、粘着剤がアクリル系粘着剤を用い、特定の有機系分散媒を
用いる方法が開示されている（例えば、特許文献１、２参照）。
【００１０】
しかしながら、これらの絶縁テープを極板群および負極リードに貼着した場合には問題が
ないが、正極リードに貼着した場合には、正極活物質、絶縁テープ、セパレータが接触す
る部分において、正極板と絶縁テープとの電位差が生じ、絶縁テープと正極活物質との反
応により、正極活物質中に含まれるコバルトをはじめとする金属還元体が溶出して、セパ
レータに目詰まりを生じさせ、微小ショートによる電圧不良を発生させる。
【００１１】
正極板と絶縁テープとの間に電位差が生じる理由は、リチウムイオンを放出する正極活物
質領域に対向する負極活物質領域中に不可逆容量としてリチウム量が残存するのに対して
、正極無地部領域に対向する負極活物質領域では存在しない為に、リチウムイオンを放出
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する正極活物質領域に対向する負極活物質領域の方が対リチウム酸化還元電位で約０．１
V低くなるからである。
【００１２】
正極活物質層終端部は、間欠塗着時にノズルを閉じても正極活物質の比重が重い為にダレ
が生じ、他の部分と比べて正極活物質の割合が相対的に高くなっている。
【００１３】
さらに、電池の高容量化を図るために正極活物質の充填密度を増加させ、極板群の緊縛率
を増加させた場合には、より密着した状態となる為より絶縁テープと正極活物質との反応
が顕著となり、電池の高容量化や小型化の進展を阻害する課題となっていた。
【００１４】
【特許文献１】
特開平７－１４２０８９号公報
【特許文献２】
特開平１０－０１２２７７号公報
【００１５】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、上記の課題に鑑み、充放電サイクルや高温保存をしても、微小ショートによる
電圧不良や電池容量の低下を引き起こさない非水電化液二次電池を提供することを目的と
する。
【００１６】
【課題を解決するための手段】
前記課題を解決するための本発明は、正極板の正極リード位置が対向する負極の負極活物
質層領域内に配設されるようにセパレータを介して絶縁した極板群と電解液を上部が開口
している有底の電池ケースに収納し、開口部を密閉する非水電解液二次電池の製造方法に
おいて、前記正極リードを間欠塗着により塗着した正極活物質層終端部の正極活物質のリ
ッチな部分を除去した無地部に溶接し、絶縁テープで前記リードを被覆することを特徴と
する非水電解液二次電池の製造方法であり、前記正極活物質がリチウム含有コバルト酸化
物である場合に、より効果を発揮することができる。また、前記塗着終端部を回転する軸
付き円筒形ブラシにて除去するが好ましい。
【００１７】
【発明の実施の形態】
本発明の好ましい実施の形態について図面を用いて説明する。
【００１８】
図１は、円筒型リチウム二次電池の縦断面図である。
【００１９】
上部が開口している有底の電池ケース１８内に正極板１１と負極板１３とをセパレータ１
５を介して絶縁された状態で渦巻状に巻回された極板群が収容され、正極板１１に接続さ
れた正極リード１２の他端部が、電池ケース１８の開口部をガスケット１９を介して封口
する封口板に接続され、負極板に接続された負極リード１４の他端部が、電池ケース１８
の底部に接続されており、極板群上下部にはそれぞれ絶縁板１６、１７が配設されている
。
【００２０】
この正極板１１は次のようにして作製する。まず、アルミニウム製の箔やラス加工やエッ
チング処理された厚み１０μｍ～６０μｍの箔からなる集電体の片面に正極活物質と結着
剤、必要に応じて導電剤、増粘剤を分散媒に混練分散させたペーストを間欠塗着、乾燥し
た後、その裏面にも間欠塗着、乾燥した後、圧延する。
【００２１】
この圧延後の正極板１１の平面図を図３（ａ）、断面図を図３（ｂ）に示す。前記片面の
塗着終端部３４ａには厚みが薄いダレ部が生じ、始端部３４ｂには厚みが厚い突起部が生
じ、その裏面の塗着終端部３４ｃには厚みが薄いダレ部、始端部３４ｄには厚みが厚い突
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起部が生じるが、終端部３４ａ、３４ｃは、間欠塗着時にノズルを閉じても正極活物質の
比重が重い為にダレが生じ、他の部分と比べて正極活物質の割合が相対的に高くなってい
るので除去する必要がある。
【００２２】
また、始端部３４ｂ、３４ｄの厚みが厚い突起部は、正極活物質の割合が均一な為、除去
する必要はないが、突起部が大きすぎると巻回したときに均一な巻き状態の極板群が得ら
れないので、除去しても良い。
【００２３】
除去するには、回転する軸付き円筒形ブラシにて除去する方法が容易である。
【００２４】
このようにして形成した正極活物質無地部３１に正極リード１２の一端側を接続し、正極
絶縁テープ３２にて正極リード１２を貼着すれば良いが、正極リード１２、正極活物質無
地部３１の位置ずれや、塗着始端部、終端部のバリや脱落等を考慮すると、正極リード、
正極活物質無地部、塗着始端部、終端部を被覆するのが好ましい。
【００２５】
この正極活物質の割合が相対的に高くなっている終端部を除去することによって、正極活
物質層の充填密度や極板群の緊縛率を増加させて電池の高容量化を図っても、微小ショー
トによる電圧不良や電池容量の低下を引き起こさないリチウム二次電池が得られる。
【００２６】
正極活物質としては、特に限定されるものではないが、例えば、リチウムイオンをゲスト
として受け入れ得るリチウム含有遷移金属化合物が使用される。例えば、コバルト、マン
ガン、ニッケル、クロム、鉄およびバナジウムから選ばれる少なくとも一種類の金属とリ
チウムとの複合金属酸化物、ＬｉＣｏＯ2、ＬｉＭｎＯ2、ＬｉＮｉＯ2、ＬｉＣｏxＮｉ(1

-x)Ｏ2（０＜ｘ＜１）、ＬｉＣｒＯ2、αＬｉＦｅＯ2、ＬｉＶＯ2等が好ましい。
【００２７】
結着剤としては、分散媒に混練分散できるものであれば特に限定されるものではないが、
例えば、フッ素系結着材やアクリルゴム、変性アクリルゴム、スチレン－ブタジエンゴム
（ＳＢＲ）、アクリル系重合体、ビニル系重合体等を単独、或いは二種類以上の混合物ま
たは共重合体として用いることができる。フッ素系結着剤としては、例えば、ポリフッ化
ビニリデン、フッ化ビニリデンと六フッ化プロピレンの共重合体やポリテトラフルオロエ
チレン樹脂のディスパージョンが好ましい。
【００２８】
必要に応じて導電剤、増粘剤を加えることができ、導電剤としてはアセチレンブラック、
グラファイト、炭素繊維等を単独、或いは二種類以上の混合物が好ましく、増粘剤として
はエチレン－ビニルアルコール共重合体、カルボキシメチルセルロース、メチルセルロー
スなどが好ましい。
【００２９】
分散媒としては、結着剤が溶解可能な分散媒が適切で、有機系結着剤の場合は、Ｎ－メチ
ル－２－ピロリドン、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、テトラヒドロフラン、ジメチルア
セトアミド、ジメチルスルホキシド、ヘキサメチルスルホルアミド、テトラメチル尿素、
アセトン、メチルエチルケトン等の有機系分散媒を単独、またはこれらを混合した混合分
散媒が好ましく、水系結着剤の場合は水や温水が好ましい。
【００３０】
ところで、本発明における活物質、結着剤、必要に応じて加える導電剤を分散媒に混練分
散させてペースト状合剤を作製する方法は、特に限定されるものではなく、例えば、プラ
ネタリーミキサー、ホモミキサー、ピンミキサー、ニーダー、ホモジナイザー等を用いる
ことができる。これらを単独、或いは組み合わせて使用することも可能である。
【００３１】
また、上記ペースト状合剤の混練分散時に、各種分散剤、界面活性剤、安定剤等を必要に
応じて添加することも可能である。
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【００３２】
塗着乾燥は、特に限定されるものではなく、上記のように混錬分散させたペースト状合剤
を、例えば、スリットダイコーター、リバースロールコーター、リップコーター、ブレー
ドコーター、ナイフコーター、グラビアコーター、ディップコーター等を用いて、容易に
塗着することができ、自然乾燥に近い乾燥が好ましいが、生産性を考慮すると７０℃～１
５０℃の温度で１時間～１分間乾燥させるのが好ましい。
【００３３】
圧延は、ロールプレス機によって所定の厚みになるまで、線圧１０００～２０００ｋｇ／
ｃｍで数回圧延を行うか、線圧を変えて圧延するのが好ましい。
【００３４】
正極絶縁テープ３２は、基材と粘着層から構成され、基材としては、ポリテトラフルオロ
エチレン（ＰＴＦＥ）、四フッ化エチレン・六フッ化プロピレン共重合体（ＦＥＰ）、四
フッ化エチレン・パーフルオロアルコキシエチレン共重合体（ＰＦＡ）などのフッ素系の
樹脂、粘着層としては、天然ゴム、イソブチルゴム、スチレンブタジエンゴムから選ばれ
た少なくとも一種からなる粘着層を挙げることができ、基材の厚みを２０μｍ～６０μｍ
、粘着剤の厚みを２０μｍ～８０μｍの範囲が好ましい。
【００３５】
また、負極板１３は次のようにして作製する。まず、銅製の箔、ラス加工を施した箔、ま
たはエッチング処理された厚み１０μｍ～５０μｍの箔からなる集電体の片面に負極活物
質と結着剤、必要に応じて導電助剤、増粘剤を分散媒に混練分散させたペーストを間欠塗
着、乾燥した後、その裏面にも間欠塗着、乾燥した後、圧延する。
【００３６】
この圧延後の負極板１３の平面図を図３（ｃ）、断面図を図３（ｄ）に示す。正極板と同
様に前記片面の塗着終端部４４ａには厚みが薄いダレ部が生じ、始端部４４ｂには厚みが
厚い突起部が生じ、その裏面の塗着終端部４４ｃには厚みが薄いダレ部、始端部４４ｄに
は厚みが厚い突起部が生じるが、負極板と絶縁テープとの電位差が生じることがないので
、終端部の厚みが薄いダレ部を除去する必要はない。
【００３７】
また、始端部４４ｂ、４４ｄの厚みが厚い突起部は、その突起部が大きすぎると巻回した
ときに均一な巻き状態の極板群が得られないので、除去しても良い。
【００３８】
除去するには、正極板と同様に回転する軸付き円筒形ブラシにて除去する方法が容易であ
る。
【００３９】
このようにして形成した負極活物質無地部４１に負極リード１４の一端側を接続し、負極
絶縁テープ４２にて負極リード１４を貼着すればよいが、正極板と同様の理由で、負極リ
ード、負極活物質無地部、塗着始端部、終端部を被覆するのが好ましい。
【００４０】
負極活物質としては、特に限定されるものではないが、例えば、有機高分子化合物（フェ
ノール樹脂、ポリアクリロニトリル、セルロース等）を焼成することにより得られる炭素
材料、コークスやピッチを焼成することにより得られる炭素材料、或いは人造グラファイ
ト、天然グラファイト等を、その形状としては、球状、鱗片状、塊状のものを用いること
ができる。
【００４１】
結着剤、必要に応じて添加できる増粘剤としては、正極板と同様の結着剤を用いることが
できる。
【００４２】
セパレータ１５としては、厚さ１５μｍ～３０μｍポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹
脂などの微多孔性ポリオレフィン系樹脂が好ましい。
このようにして得られた正極板１１と負極板１２とをセパレータ１５を介して渦巻き状に
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巻回して極板群を作製するには、極板フープに一定のテンションを維持しつつ正極リード
１２を溶接して取付け、絶縁テープ３２を貼着した後、正極板１１の正極リード１２の位
置が対向する負極板１３の負極活物質層領域内に配設されるように渦巻状に巻回した電極
群を、上部が開口している有底の電池ケース１８内に収容する。
【００４３】
さらに電池ケース１８内には、非水電解液が注液され、続いて安全機構を設けた封口板２
０が絶縁ガスケット１９を介して電池ケース１８の開口部の周縁部を内方にかしめ加工す
ることにより密閉されている。
【００４４】
非水電解液としては、非水溶媒に電解質を溶解することにより、調整される。前記非水溶
媒としては、例えば、エチレンカーボネート、プロピレンカーボネート、ブチレンカーボ
ネート、ジメチルカーボネート、ジエチルカーボネート、γ－ブチロラクトン、１，２－
ジメトキシエタン、１，２－ジクロロエタン、１，３－ジメトキシプロパン、４－メチル
－２－ペンタノン、１，４－ジオキサン、アセトニトリル、プロピオニトリル、ブチロニ
トリル、バレロニトリル、ベンゾニトリル、スルホラン、３－メチル－スルホラン、テト
ラヒドロフラン、２－メチルテトラヒドロフラン、ジメチルホルムアミド、ジメチルスル
ホキシド、ジメチルホルムアミド、リン酸トリメチル、リン酸トリエチル等を用いること
ができ、これらの非水溶媒は、単独或いは二種類以上の混合溶媒として、使用することが
できる。
【００４５】
非水電解液に含まれる電解質としては、例えば、電子吸引性の強いリチウム塩を使用し、
例えば、ＬｉＰＦ6、ＬｉＢＦ4、ＬｉＣｌＯ4、ＬｉＡｓＦ6、ＬｉＣＦ3ＳＯ3、ＬｉＮ（
ＳＯ2ＣＦ3）2、ＬｉＮ（ＳＯ2Ｃ2Ｆ5）2、ＬｉＣ（ＳＯ2ＣＦ3）3等が挙げられる。これ
らの電解質は、一種類で使用しても良く、二種類以上組み合わせて使用しても良い。これ
らの電解質は、前記非水溶媒に対して０．５～１．５Ｍの濃度で溶解させることが好まし
い。
【００４６】
【実施例】
本発明を実施例および比較例を用いて、詳細に説明するが、これらは本発明を何ら限定す
るものではない。
【００４７】
正極板１１は次のようにして作製した。まず、正極活物質としてＬｉＣｏＯ2の粉末１０
０質量部、導電剤としてアセチレンブラック５質量部、結着剤としてポリテトラフルオロ
エチレン（ＰＴＦＥ）の水性ディスパージョン（固形分５０質量％）を７質量部、増粘剤
としてカルボキシメチルセルロースの水溶液（固形分１質量％）を８３質量部配合して、
プラネタリーミキサーにより１２０分間混練分散させた正極ペーストを作製した。
【００４８】
次に、この正極ペーストを厚さ２０μｍの帯状のアルミニウム箔上にスリットダイコータ
ーを用いて片面に塗着し、１２０℃で１０分間乾燥した後、裏面も同様にして塗着、乾燥
させた後、厚さが１３０μｍになるように、線圧１０００ｋｇ／ｃｍで２回圧延した。
【００４９】
この圧延した正極板は、図３（ａ）、（ｂ）に示すように、前記片面の塗着終端部３４ａ
には厚みが薄いダレ部が生じ、始端部３４ｂには厚みが厚い突起部が生じ、その裏面の塗
着終端部３４ｃには厚みが薄いダレ部、始端部３４ｄには厚みが厚い突起部が生じた。終
端部３４ａ、３４ｃは、間欠塗着時にノズルを閉じても正極活物質の比重が重い為にダレ
が生じ、他の部分と比べて正極活物質の割合が相対的に高くなっているので、これらの終
端部から５ｍｍの幅で、回転する軸付き円筒形ブラシにて除去することによって、図２（
ｂ）に示すように、正極活物質の割合が相対的に高くなっている部分を除去した終端部３
３ａ、３３ｃを形成した。
【００５０】
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また、前記始端部３４ｂ、３４ｄは突起が大きかったので、始端部から４ｍｍの幅で回転
する軸付き円筒形ブラシにて除去することによって、図２（ｂ）に示すように、突起部を
除去した始端部３３ｂ、３３ｄを形成した。
【００５１】
このようにして形成した正極活物質無地部３１にアルミニウム製で幅４．５ｍｍ、長さ６
７ｍｍの正極リード１２の一端側をスポット溶接して取付け、正極リード１２には正極絶
縁テープ３２を貼着した。
【００５２】
なお、正極絶縁テープ３２には、基材がＰＴＦＥからなるフッ素樹脂製で厚みが３０μｍ
、粘着剤がスチレンブタジエンゴム（ＳＢＲ）製で厚みが３０μｍで、寸法が幅５．５ｍ
ｍ、長さ７０ｍｍのものを用い、前記片面の正極リード１２、終端部３３ａ、始端部３３
ｂ及び裏面の終端部３３ｃ、始端部３３ｄを被覆するように貼着した。
【００５３】
また、負極板１３は次のようにして作製した。まず、負極活物質としてリチウムを吸蔵、
放出可能な鱗片状黒鉛を１００質量部、結着剤としてスチレンブタジエンゴム（ＳＢＲ）
の水性デイスパージョン（固形分４８％）を８質量部、増粘剤としてカルボキシメチルセ
ルロースの水溶液（固形分１質量％）を８０質量部配合し、分散媒として水を加え、プラ
ネタリーミキサーにより９０分間混練分散させた負極ペーストを作製した。
【００５４】
次に、この負極ペーストを、厚さ１４μｍの帯状の銅箔上にスリットダイコーターを用い
て片面に塗着し、１２０℃で１０分間乾燥した後、裏面も同様にして塗着、乾燥させた後
、厚さが１８０μｍになるように線圧１１０Ｋｇ／ｃｍで３回圧延した。
【００５５】
この圧延した負極板は、図３（ｃ）、（ｄ）に示すように、前記片面の塗着終端部４４ａ
には厚みが薄いダレ部が生じ、始端部４４ｂには厚みが厚い突起部が生じ、その裏面の塗
着終端部４４ｃには厚みが薄いダレ部、始端部４４ｄには厚みが厚い突起部が生じたが、
負極板と絶縁テープとの電位差が生じることがないが、前記始端部４４ｂ、４４ｄは突起
が大きかったので、正極板と同様に、始端部から４ｍｍの幅で回転する軸付き円筒形ブラ
シにて除去することによって、図２（ｄ）に示すように、突起部を除去した始端部４３ｂ
、４３ｄを形成した。
【００５６】
この無地部１２にニッケル製で幅４．０ｍｍ、長さ５３ｍｍの負極リードをスポット溶接
して取付け、さらに基材がＰＴＦＥからなるフッ素樹脂で厚みが３０μｍ、粘着剤がイソ
ブチルゴムで厚みが３０μｍで、顔料が平均粒径３．０μｍの二酸化チタン粉からなり、
寸法が幅５．０ｍｍ、長さ６２ｍｍの負極粘着テープ１６を、前記負極リード４を被覆し
、負極活物質層と接触しないように貼着した。
【００５７】
このようにして形成した負極活物質無地部４１にニッケル製で幅４．０ｍｍ、長さ３８．
０ｍｍの負極リード１４の一端側をスポット溶接して取付け、負極リード１４には負極絶
縁テープ４２を貼着した。
【００５８】
なお、負極絶縁テープ４２には、基材がＰＴＦＥからなるフッ素樹脂製で厚みが２０μｍ
、粘着剤がイソブチルゴム製で厚みが２５μｍで、寸法が幅５．５ｍｍ、長さ３４．０ｍ
ｍのものを用い、前記片面の負極リード１４、終端部４３ａ、始端部４３ｂ及び裏面の終
端部４３ｃ、始端部４３ｄを被覆するように貼着した。
【００５９】
このようにして作製した正極板１１と負極板１３とを厚さ２５μｍの微多孔性のポリエチ
レン樹脂製のセパレータ１５を介して絶縁され、正極板１１の正極リード１２の位置が対
向する負極板１３の負極活物質層領域内に配設されるように渦巻状に巻回されている極板
群の巻き終端部を正極板１１で用いた正極粘着テープ３２にて群固定した後、図１に示す
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極リード１２の他端部を封口板２０に接続し、負極板１３に接続された負極リード１４の
他端部を、電池ケース１８の底部に接続した。
【００６０】
この極板群の上下それぞれに上部絶縁板１６、下部絶縁板１７を配した。
【００６１】
さらに、エチレンカーボネート、エチルメチルカーボネートの混合溶媒中に、電解質とし
てヘキサフルオロリン酸リチウム（ＬｉＰＦ6）を１．３モル溶かした電解液を所定量注
液した後、ポリプロピレン樹脂製のガスケット１９を介して電池ケース１８を封口板２０
で密封して、１８６５０サイズで電池容量が２０００ｍＡｈの電池を作製し、実施例１の
電池とした。
【００６２】
（実施例２）
負極板は、図４（ａ）、（ｂ）に示すように、突起部の大きかった塗着始端部４５ｄのみ
を除去した以外は、実施例１と同様にして、１８６５０サイズで電池容量が２０００ｍＡ
ｈの電池を作製し、実施例２の電池とした。
【００６３】
（実施例３）
正極板は、図５（ａ）、（ｂ）に示すように、絶縁テープ３６の幅を正極活物質無地部の
幅より０．５ｍｍ短い長さのものを用いた以外は実施例１と同様にして、１８６５０サイ
ズで電池容量が２０００ｍＡｈの電池を作製し、実施例２の電池とした。
【００６４】
（比較例１）
正極板は、図６（ａ）、（ｂ）に示すように、終端部３５ａ、３５ｃの正極活物質が相対
的に多い部分を除去した無地部としなかった以外は実施例１と同様にして、１８６５０サ
イズで電池容量が２０００ｍＡｈの電池を作製し、比較例１の電池とした。
【００６５】
このようにして作製した実施例１～実施例３、比較例１の電池について、充放電サイクル
試験と高温保存試験を各２０のサンプルを用意して実施した。
【００６６】
充放電サイクル試験は、充電は４．２Ｖで２時間の定電流－定電圧充電を行った。電池電
圧が４．２Ｖに達するまでは２０００ｍＡ（１ＩｔＡ）の定電流充電を行い、その後、電
流値が減衰して１００ｍＡ（０．０５ＩｔＡ）になるまで充電した後、２０００ｍＡの定
電流で３．０Ｖの放電終止電圧まで放電する充放電サイクルを２０℃の環境下で、５００
サイクル繰り返し、３サイクル目を１００％とした場合の５００サイクル目の容量維持率
を求めた平均値の結果を表1に示す。
【００６７】
高温保存特性はこの充放電サイクルを３サイクル繰り返した後、前記充電条件で充電状態
にし、８０℃の環境下で７２時間放置後、２０℃に冷却し、前記と同様の充放電条件で３
サイクル繰り返した。この８０℃保存前と保存後の容量比を高温保存後の容量回復率とし
て求めた平均値の結果を表１に示す。
【００６８】
【表１】
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【００６９】
表１から明らかなように、正極リードを間欠塗着により塗着した正極活物質層終端部の正
極活物質のリッチな部分を除去した無地部に溶接し、絶縁テープで前記リードを被覆する
ことよって、正極活物質の割合が相対的に高くなっている終端部を除去することができ、
充放電サイクルや高温保存をしても、微小ショートによる電圧不良や電池容量の低下を引
き起こさない非水電解液二次電池が得られることがわかった。
【００７０】
また、実施例１と実施例２の比較から、実施例１の場合、負極板の始端部の突起部を除去
することによって、極板群の巻き状態が良いので、充放電サイクル特性が僅かに良くなる
ことがわかり、実施例１と実施例３の比較から、絶縁テープで塗着終端部および始端部を
被覆しなかった実施例３の場合、塗着終端部および始端部からの活物質の脱落により、充
放電サイクル特性が僅かに悪くなったと思われる。
【００７１】
【発明の効果】
以上の説明から明らかなように、本発明によれば、充放電サイクルや高温保存特性に優れ
た非水電解液二次電池の製造方法を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の実施形態に係る円筒型リチウム二次電池の縦断面図
【図２】（ａ）本発明の実施形態に係る正極板の平面図
（ｂ）本発明の実施形態に係る正極板の断面図
（ｃ）本発明の実施形態に係る負極板の平面図
（ｄ）本発明の実施形態に係る負極板の断面図
【図３】（ａ）本発明の実施形態に係る圧延後正極板の平面図
（ｂ）本発明の実施形態に係る圧延後正極板の断面図
（ｃ）本発明の実施形態に係る圧延後負極板の平面図
（ｄ）本発明の実施形態に係る圧延後負極板の断面図
【図４】（ａ）本発明の実施形態に係る別の負極板の平面図
（ｂ）本発明の実施形態に係る別の負極板の断面図
【図５】（ａ）本発明の実施形態に係る別の正極板の平面図
（ｂ）本発明の実施形態に係る別の正極板の断面図
【図６】（ａ）従来例に係る正極板の平面図
（ｂ）従来例に係る正極板の断面図
【符号の説明】
１１　正極板
１２　正極リード
１３　負極板
１４　負極リード
１５　セパレータ
１６　上部絶縁板
１７　下部絶縁板
１８　電池ケース
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１９　絶縁ガスケット
２０　封口板
３１　正極活物質無地部
３２、３６　正極絶縁テープ
３３、３４　正極活物質層
３３ａ、３４ａ　正極活物質片面塗着終端部
３３ｂ、３４ｂ　正極活物質片面塗着始端部
３３ｃ、３４ｃ　正極活物質裏面塗着終端部
３３ｄ、３４ｄ　正極活物質裏面塗着始端部
４１　負極活物質無地部
４２　負極絶縁テープ
４３ａ、４４ａ　負極活物質片面塗着終端部
４３ｂ、４４ｂ　負極活物質片面塗着始端部
４３ｃ、４４ｃ　負極活物質裏面塗着終端部
４３ｄ、４４ｄ　負極活物質裏面塗着始端部

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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